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1.  平成22年3月期第3四半期の連結業績（平成21年4月1日～平成21年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期第3四半期 133,951 △15.0 6,198 36.8 3,255 107.4 459 ―
21年3月期第3四半期 157,514 ― 4,530 ― 1,570 ― 19 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年3月期第3四半期 0.97 ―
21年3月期第3四半期 0.04 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期第3四半期 283,453 20,855 6.1 36.14
21年3月期 282,843 19,746 5.7 33.88

（参考） 自己資本   22年3月期第3四半期  17,184百万円 21年3月期  16,109百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無   

1株当たり配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
22年3月期 ― 0.00 ―
22年3月期 

（予想）
0.00 0.00

3.  平成22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 182,000 △13.2 8,500 9.4 4,000 19.8 3,500 ― 7.36



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】 「３．連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期第3四半期 475,969,000株 21年3月期  475,969,000株
② 期末自己株式数 22年3月期第3四半期  443,571株 21年3月期  430,885株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年3月期第3四半期 475,530,620株 21年3月期第3四半期 475,562,450株



当第３四半期（平成21年４月１日～平成21年12月31日）は、一部に景気持ち直しの動きも見られましたが、設備投

資の停滞、個人消費の冷え込みに加えて、円高、デフレの進行もあり、国内景気は依然として先行き不透明な状況で

推移しました。こうした中、売上高は133,951百万円（前年同期比15.0％減）、営業利益は6,198百万円（同36.8％

増）、経常利益は3,255百万円（同107.4％増）、四半期純利益は459百万円（前年同期は19百万円の利益）となり、

販売減の影響などにより売上高は減少しましたが、構造改革の実施などにより採算が改善し、各段階の利益は増益と

なりました。 

事業別の概況は次の通りです。 

【高分子事業】 

フィルム事業では、包装フィルムの販売回復の動きが鈍化したものの、工業フィルムが電機・電子分野を中心とし

て需要回復が進むとともに、海外のナイロンフィルムの収益が改善し、全般的に堅調に推移しました。樹脂事業で

は、自動車、電機・電子分野が回復基調で推移しましたが、ポリアリレート樹脂の受注が伸び悩み、収益改善には至

りませんでした。不織布事業では、スパンボンドが生活資材用途で堅調に推移するとともに自動車関連、ルーフィン

グ用途で回復基調となりましたが、スパンレースが苦戦しました。 

【環境・機能材事業】 

環境事業では、事業発注量の減少、受注競争の激化などによる官公需分野の低迷、民間設備投資の減退により売上

は減少基調で推移しましたが、水処理分野への注力など事業再構築の取り組みを継続し採算が改善しました。機能材

事業では、活性炭繊維はフィルター用を中心に堅調な荷動きでしたが、ガラス繊維は建材や土木関連の市況低迷の影

響を受け、また電子基板向けＩＣクロスが輸出用途の減少等により、いずれも収益が低迷し、ガラスビーズは反射材

向けを中心として苦戦しました。 

【繊維事業】 

合成繊維事業では、一般衣料用途の市況低迷、景気悪化に伴う産業資材用途の落ち込みに改善が見られず、ポリエ

ステル長繊維・短繊維ともに低調に推移するとともに、建築資材関連が中心となるビニロン繊維はセメント補強用途

の輸出の回復遅れもあり全般にわたって低迷しました。また、天然繊維事業については、ユニフォーム分野の一部に

収益改善も見られましたが、全般的に厳しい状況で推移しました。なお、繊維事業に係る構造改善施策については計

画通り進捗しており、現在、平成21年10月に統合・発足しましたユニチカトレーディング株式会社において、事業運

営の効率化等、収益改善に向けた取り組みを進めております。 

【生活健康・その他事業】 

生活健康事業では、美容健康食品素材こんにゃくセラミドの受注が堅調に推移しました。メディカル分野のカテー

テル関連は、概ね計画通り推移しました。その他事業では、マンション販売が堅調に推移しました。  

総資産は、前期末に比べ609百万円増加し、283,453百万円となりました。これは、主としてたな卸資産が減少した

ものの、現金及び預金が増加したことによります。負債は、前期末に比べ499百万円減少し、262,598百万円となりま

した。これは、主として借入金が増加したものの、仕入債務及び引当金が減少したことによります。純資産は、前期

末に比べ1,108百万円増加し、20,855百万円となりました。これは、主として四半期純利益により利益剰余金が増加

したこと、及び為替換算調整勘定が増加したことによります。 

また、キャッシュ・フローの状況については次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益に減価償却費を加

えたキャッシュ・イン・フロー及びたな卸資産の減少等により、6,837百万円の資金の増加（前年同期は2,709百万円

の資金の減少）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結累計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資に伴い2,877百万円を支出したこと

などにより、2,320百万円の資金の減少（前年同期は5,723百万円の資金の減少）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結累計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の増加により、6,820百万円の資金の

増加（前年同期は11,209百万円の資金の増加）となりました。 

以上の結果、現金及び現金同等物の期末残高は、前期末に比べ11,719百万円増加し、20,995百万円となりました。

【定性的情報・財務諸表等】

１．連結経営成績に関する定性的情報

２．連結財政状態に関する定性的情報



当第３四半期の業績は、概ね当初の計画通り推移しました。従いまして、平成21年５月15日に公表しました通期の

連結業績予想の修正はありません。  

該当事項はありません。 

一部の連結子会社では法人税等の納付税額の算定に関して、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なもの

に限定しております。 

① 請負工事に係る収益の計上基準については、従来、請負金額50百万円以上かつ工期１年超の工事については

工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基

準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に着

手した工事契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事に

ついては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適

用しております。 

これにより、当第３四半期連結累計期間の売上高は857百万円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整

前四半期純利益は187百万円増加しております。 

（追加情報） 

② 第１四半期連結会計期間末における請負工事において、損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に

見積もることができる請負工事が認識されたため、第１四半期連結会計期間より「工事損失引当金」を計上し

ております。 

これにより、当第３四半期連結累計期間の売上総利益、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益

は５百万円減少しております。 

当社グループは、前連結会計年度において、純資産が19,746百万円となり、長期借入契約200億円に係る財務

制限条項に抵触しましたが、平成21年３月19日付の取締役会において決議された新中期経営３カ年計画『改革 

’１１』に従って、以下の施策を推進する結果、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断

しております。 

・収益の抜本的な改善を図るべく、赤字分野・不採算分野の事業構造改善策及び固定費削減策を中心とした「構

造改革」を推進する。 

・成長分野への経営資源の集中を図り、高分子分野、機能材料分野を中心とした「機能資材」を核として事業力

の改善・強化に向けた成長戦略を推進する。 

以上の施策により、本計画の最終年度には経常利益100億円程度を目指しております。 

なお、上記長期借入契約のうち170億円（当第３四半期連結会計期間末借入金残高158.5億円）につきまして

は、平成21年９月付で変更契約書が締結されており、財務制限条項の内容が変更されております。当第２四半期

連結会計期間末においては、当該長期借入契約に係る財務制限条項には抵触しておらず、当第３四半期連結会計

期間においても変更はありません。 

また、30億円（当第３四半期連結会計期間末借入金残高15億円）の長期借入契約に係る財務制限条項に関しま

しては、各金融機関の判断の結果、期限の利益を喪失させる請求権を行使されない合意が形成されており、当第

３四半期連結会計期間においても変更はありません。 

３．連結業績予想に関する定性的情報

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

（４）継続企業の前提に関する事象等



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 21,041 9,331

受取手形及び売掛金 38,378 36,981

商品及び製品 31,506 38,592

仕掛品 17,742 18,306

原材料及び貯蔵品 3,925 4,427

その他 6,240 7,574

貸倒引当金 △133 △142

流動資産合計 118,700 115,070

固定資産   

有形固定資産   

土地 104,448 104,683

その他（純額） 51,113 53,653

有形固定資産合計 155,561 158,337

無形固定資産   

のれん 112 177

その他 655 682

無形固定資産合計 767 859

投資その他の資産   

その他 8,983 10,155

貸倒引当金 △559 △1,579

投資その他の資産合計 8,423 8,576

固定資産合計 164,753 167,773

資産合計 283,453 282,843



（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 23,565 26,520

短期借入金 78,006 80,811

1年内返済予定の長期借入金 32,466 32,714

1年内償還予定の社債 400 400

未払法人税等 280 592

賞与引当金 370 712

工事損失引当金 5 －

完成工事補償引当金 19 53

事業構造改善引当金 1,674 3,675

その他 12,034 12,890

流動負債合計 148,822 158,370

固定負債   

社債 200 400

長期借入金 90,564 80,418

退職給付引当金 4,155 4,742

役員退職慰労引当金 172 342

その他 18,683 18,824

固定負債合計 113,775 104,727

負債合計 262,598 263,097

純資産の部   

株主資本   

資本金 23,798 23,798

資本剰余金 1,661 1,661

利益剰余金 △7,311 △7,783

自己株式 △47 △46

株主資本合計 18,100 17,629

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △393 △498

繰延ヘッジ損益 △3 12

土地再評価差額金 2,799 2,875

為替換算調整勘定 △3,318 △3,909

評価・換算差額等合計 △916 △1,520

少数株主持分 3,670 3,636

純資産合計 20,855 19,746

負債純資産合計 283,453 282,843



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 157,514 133,951

売上原価 129,846 108,614

売上総利益 27,667 25,337

販売費及び一般管理費 23,137 19,138

営業利益 4,530 6,198

営業外収益   

受取利息 227 138

受取配当金 120 99

投資有価証券売却益 － 184

持分法による投資利益 136 30

その他 1,549 1,206

営業外収益合計 2,034 1,659

営業外費用   

支払利息 2,939 2,756

出向者人件費 920 912

その他 1,134 933

営業外費用合計 4,995 4,602

経常利益 1,570 3,255

特別利益   

固定資産売却益 33 17

収用補償金 － 108

特別利益合計 33 126

特別損失   

固定資産処分損 407 733

投資有価証券評価損 473 204

事業構造改善費用 1,044 498

その他 665 1,263

特別損失合計 2,590 2,700

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△987 680

法人税、住民税及び事業税 433 333

法人税等調整額 △1,551 △129

法人税等合計 △1,117 203

少数株主利益 110 17

四半期純利益 19 459



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△987 680

減価償却費 5,457 5,017

貸倒引当金の増減額（△は減少） 303 273

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） － △2,001

支払利息 2,939 2,756

投資有価証券売却損益（△は益） － △184

売上債権の増減額（△は増加） 5,706 △1,348

たな卸資産の増減額（△は増加） △5,236 8,223

仕入債務の増減額（△は減少） △6,088 △2,955

その他 △1,534 △673

小計 560 9,789

利息及び配当金の受取額 362 253

利息の支払額 △2,637 △2,524

法人税等の支払額 △994 △680

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,709 6,837

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） 14 10

投資有価証券の取得による支出 △20 △23

投資有価証券の売却による収入 1 368

有形固定資産の取得による支出 △5,686 △2,877

有形固定資産の売却による収入 283 268

その他 △315 △67

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,723 △2,320

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 8,793 △2,626

長期借入れによる収入 49,495 31,960

長期借入金の返済による支出 △45,585 △22,070

社債の償還による支出 △200 △200

配当金の支払額 △939 △2

その他 △354 △240

財務活動によるキャッシュ・フロー 11,209 6,820

現金及び現金同等物に係る換算差額 △454 383

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,321 11,719

現金及び現金同等物の期首残高 13,209 9,275

現金及び現金同等物の四半期末残高 15,530 20,995



該当事項はありません。 

前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期

間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情

報の記載を省略しております。 

前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

 （注） 売上高（内部売上高及び振替高を除く）が連結売上高の10％以上であるセグメントはありません。 

当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

 （注） 売上高（内部売上高及び振替高を除く）が連結売上高の10％以上であるセグメントはありません。 

該当事項はありません。 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

  
高分子事業 
（百万円） 

環境・機能
材事業 
（百万円）

繊維事業 
（百万円）

生活健康・
その他事業
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売

上高 
 55,420  20,875  69,436  11,781  157,514  －  157,514

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 2,600  516    1,742  2,968  7,827  (7,827)  －

計  58,021  21,391    71,179  14,750  165,342  (7,827)  157,514

営業利益又は営業損失

（△） 
 5,669  300  △344  638  6,264  (1,734)  4,530

  
高分子事業 
（百万円） 

環境・機能
材事業 
（百万円）

繊維事業 
（百万円）

生活健康・
その他事業
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売

上高 
   44,044 17,261  57,736  14,908  133,951  －  133,951

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
   1,606  52  243  1,952  3,853  (3,853)  －

計  45,650  17,313  57,979  16,860  137,804  (3,853)  133,951

営業利益又は営業損失

（△） 
 6,360  926  △834  1,433  7,885  (1,686)  6,198

〔所在地別セグメント情報〕

〔海外売上高〕

Ⅰ 海外売上高（百万円）  23,911

Ⅱ 連結売上高（百万円）  157,514

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  15.2

Ⅰ 海外売上高（百万円）  16,381

Ⅱ 連結売上高（百万円）  133,951

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  12.2

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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